
【様式１】

市町村名

平成18年3月1日 ～ 令和3年3月31日

平成18年3月1日 ～ 令和8年3月31日

内閣府 国家公安委員会

法務省 防衛省

外務省 公害等調整委員会

財務省 　　 消防庁

文部科学省 公正取引委員会

厚生労働省 金融庁

農林水産省 消費者庁

経済産業省 人事院

国土交通省 復興庁

環境省
個人情報保護

委員会

４　⑤については、その他①～④に該当しない事柄について、必要に応じて入力してください。

（備考）

３　④については、③bの追加事業に関係する国の行政機関（※）に○を入力してください。

２　③bの追加事業のうち、合併特例債の活用予定事業については、事業名末尾に｢（債）｣を入力してください。

１　③a～dについては、該当する部分を入力してください。

　※　市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）第５条第５項及び第１０項の規定により送付する国

④変更内容に関係する国の
行政機関

令和2年6月15日

・人口の時点修正

・表紙の変更
・計画期間の変更
・統計データの修正
・財政計画の修正

③変更内容の詳細

c.統計データの修正

d.財政計画の修正

○変更概要

①変更日（議決日）

②変更内容の概要

（変更前）

（変更後）

市町村建設計画変更の概要について

都道府県名 和歌山県 橋本市

　　の関係行政機関

・表紙の変更（変更年度の修正）

・歳入、歳出に係る基準値等の時点修正

a.計画期間の変更

⑤その他

b.事業内容の変更

（追 加）

（削 除）


